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木更津市身体障害者福祉センター指定管理業務 募集要項 

令 和 ７ 年 ７ 月 

木 更 津 市 

 

木更津市身体障害者福祉センター（以下「センター」という。）の指定管理者については、

木更津市公の施設の管理に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年木更

津市条例第１７号。以下「手続条例」という。）等に定めるもののほか、この要項の定めると

ころにより、指定管理者の指定手続等を行います。 

 

１  施設の概要  

⑴ 設置目的等     身体障害者の福祉向上を目的に設置  

⑵ 名 称 木更津市身体障害者福祉センター 

⑶ 所  在  地  木更津市潮見２丁目９番地  

⑷ 建物の概要 木更津市民総合福祉会館１階の一部  

建築構造   鉄筋コンクリート造  

竣工年月   昭和５９年 7 月  

床 面 積  ２１５．３４㎡ 

  ⑸ 指定管理対象    機能回復訓練室・日常生活訓練室  

 

２  指定管理者が行う業務の内容  

⑴身体障害者のための施設の提供  

ア リハビリテーションを主な目的とした生活介護事業の提供。 

イ 木更津市身体障害者福祉センターの設置及び管理に関する条例及び同施行規則  

に基づく各部屋の使用許可等。 

指定管理者が行う使用許可等は市の機関として権限を行使するものであることか  

ら、木更津市行政手続条例（平成９年木更津市条例第２号）や行政不服審査法、行政

事件訴訟法等が適用される。そのため、許可基準を受付窓口等に備え付け、不許可

とする場合にはその理由を示すこと。また、利用に関する手続きにおいて疑義が生じ

た場合は市と協議の上決定するものとする。 

⑵ 身体障害者及び身体障害者の介護等を行う者への助言、支援等。 

⑶ 施設及びその附属設備等の維持管理をすること 

リハビリに用いる機械類、機材等については定期的にメンテナンスを行い、安全に運営

ができるよう取り組むこと。市民総合福祉会館全体の点検・清掃等の際には、会館側

の指示等に協力を行うこと。 

⑷ その他身体障害者の福祉の増進のための事業  
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３  管理運営に関する基本的な考え方  

センターの管理運営にあたっては、次に掲げる項目に従って行うこと。 

⑴ 利用者がその能力及び適正に応じ、地域において自立した日常生活または社会生活

を営むことを目的に、事業を適切かつ効果的に行うこと。 

⑵ 利用者へのサービス提供及びサービス向上を図ること。 

⑶ 個人情報の保護に関する措置を講ずること。 

⑷ 効率的な運営を図ること。 

⑸ その他、利用者の福祉の増進を図ること。 

 

４  管理の基準  

指定管理者が管理運営を行う時間は、以下に掲げる休業日を除く、原則として午前８

時３０分から午後５時１５分までとする。 

【休業日】  

ア 土曜日及び日曜日  

イ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日  

ウ １月２日から１月４日まで及び１２月２８日から１２月３１日まで 

エ 指定管理者が特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て、変更すること

ができる。 

 

５  指定期間  

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの３年間  

 

６  応募資格  

⑴ 本件の募集は公募とし、申請資格は、次に掲げる条件に該当する法人その他の団体

とする。 

ア リハビリテーションを主な目的とした生活介護の提供業務を現に行っていること。 

イ 身体障害についての知識と支援の経験を有し、当該施設を適正に管理運営できる

能力を有すること。 

⑵ 応募者の制限  

次のいずれかに該当する団体は申請することができません。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当するも

の。 

イ 申請書類提出時点において、木更津市の一般競争入札の参加停止又は指名競争

入札の指名停止措置を受けているもの。 

ウ 木更津市税（ただし、木更津市内に事業所がある場合に限る）、  所得税、法人税、

消費税及び地方消費税を滞納しているもの。 

エ 代表者、役員又はその使用人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の３若しく

は第１９８条の規定に違反するとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで
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公訴を提起された日から２年を経過しないもの。 

オ 団体又はその代表者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号）第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反するとして、公正

取引委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過していないもの。 

カ 次に示す暴力団排除措置事由に該当するもの。 

① 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第  

７７号。以下「暴力段対策法」という。）第２条第２号に規定するものをいう。以下

同じ。）又はそれらの利益となる活動を行う団体であるとき。  

② 役員等が暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定するものをいう。）もしく

はこれに準ずる者（以下「暴力団関係者」という。）であるとき又は、暴力団関係

者が経営に実質的に関与しているとき。 

③ 役員等が、自社、自己もしくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害

を与える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどしている

とき。 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与しているとき。  

⑤ 役員等が、暴力団または暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有して

いるとき。 

⑥ 役員等が、暴力団関係者であることを知りながら、これを不当に利用するなどし

ているとき。 

キ 労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保険）に適正

に加入していないもの。 

ク 2 年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けている場合で、必要な措置の実

施について当該労働基準監督署に報告済みでないもの。 

 

７  指定管理者の指定スケジュール 

指定管理者の指定までのスケジュールは、概ね次のように予定しています。詳細につい

ては、次項以降で確認してください。 

 内      容  日    程  

指
定
の
申
請 

現地説明会の実施  

 

令和７年７月７日  

指定申請に関する質問  令和７年７月７日～９日  

 質問に対する回答  令和７年７月１４日  

申請書等の受付  令和７年７月２２日～３１日  

選
定
手
続
等 

指定管理者候補者選定委員会  令和７年１０月予定  

指定管理者候補者の決定通知  令和７年１０月予定  

指定管理者の指定議案の提案、議決  令和７年１２月  

指定管理者指定通知書の交付  令和７年１２月  

指定管理者との協定締結  令和８年１月  
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８  申請書類等  

次に掲げる書類を正１部、副１０部（複写可）の計１１部提出してください。ただし、⑴に

ついては、正１部とし、⑻及び⑼については、正１部、副１部の計２部とします。また、書類

は、Ａ４版サイズに揃えて提出してください。 

⑴ 指定管理者指定申請書（様式１）  

⑵ 施設運営の理念・基本方針  

⑶ 木更津市身体障害者福祉センターの管理に係る事業計画書（様式２）  

⑷ 木更津市身体障害者福祉センターの管理に係る収支計画書（様式３）  

⑸ 申請団体の経営状況を説明する書類  

・財務状況を明らかにすることができる書類であり、決算書類（申請日の直近２事業  

年度の貸借対照表、損益計算書及び資産等の状況を示す書類）等である。 

⑹ 団体の組織及び概要を記載した書類  

・団体の組織、沿革その他の事業の概要を記載した書類  

⑺ 団体の役員名簿  

   （団体の役職にある個人の役職、氏名、生年月日を記載したもの）  

⑻ 暴力団排除措置事由の該当の有無を照合するための団体役員表  

⑼ 団体の定款、寄付行為、規約又はこれらに類するもの 

⑽ 法人の登記事項証明書  

（応募申込日前３カ月以内に発行されたもの）  

⑾ 納税証明書  

・法人税、消費税及び地方消費税、法人市民税、固定資産税の納税証明書  

各１か年分  

⑿ 印鑑証明書  

（応募申込日前３カ月以内に発行されたもの）  

⒀ 連合体構成団体一覧（※連合体の場合のみ）  

⒁ 連合体協定書（※連合体の場合のみ）  

 

９  現地説明会  

指定管理業務等についての説明会を、令和７年７月７日（月）午後４時３０分からセンタ 

ーにおいて行います。 

 

１０  指定申請に関する質問の受付  

指定申請に係る質問は、次により行ってください。 

⑴ 質問の方法  

任意様式により、持参、ＦＡＸ、電子メールのいずれかで行ってください。 

⑵ 質問の受付期間  

令和７年７月７日（月）午前９時から令和７年７月９日（水）午後５時（必着）  

⑶ 質問の受付場所  
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    木更津市福祉部障がい福祉課  

    （〒292-8501 木更津市朝日３丁目１０番１９号）  

    （ＦＡＸ0438-25-1213・メール shoufuku@city.kisarazu.lg.jp）   

⑷ 質問に対する回答  

質問に対する回答は、令和７年７月１４日（月）に木更津市ホームページ（ページ番

号：12374）にてお知らせする予定です。 

 

１１  申請書類の提出等  

指定管理者の指定の申請は、次により申請書等を提出してください。  

⑴ 受付期間  

令和７年７月２２日（火）から令和７年７月３１日（木）の午前９時から午後５時 (土

日祝日を除く)までとします。 

⑵ 受付窓口及び提出方法  

申請書類は、木更津市福祉部障がい福祉課まで持参ください。 

⑶ ヒアリングの実施  

木更津市が必要と認める場合は、申請書類の提出後にヒアリングを行う場合があり

ます。 

 

１２  指定管理者候補者の選定等  

⑴ 選定方法  

ア 指定管理者の候補者となる団体（以下「指定候補者」という。）は、市が設置する  

 指定管理者候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において審査の結果、  

順位第 1 位となった者とします。指定候補者の審査にあたり、選定委員会が必要と  

認めたときは、応募者に説明を求める場合があります。また、他の応募者がいない場  

合においても、選定委員会での審査を経て選定します。なお、審査の結果、基準に達  

する者がいないと認め、該当者なしとする場合があります。  

イ 審査内容  

選定委員会における指定候補者の選定に当たっては、別紙１候補者選定評価表に 

基づいて審査を行います。 

ウ 市内業者の加点 

市内事業者等の参入増大のため、申請団体が市内事業者等の場合には、選定審

査時に当該市内業者等の総合計点に以下のとおり、加点します。  
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申請団体

の形態 

本社 

所在地 

契約権限を 

委任された 

支店等所在地

※ 

代表の 

本社所在地 

構成団体の 

本社所在地 

総合計点へ

の加点 

単体 
市内 問わない - - ５％ 

市外 市内 - - ３％ 

連合体 

- - 
市内 

全団体が市内  ５％ 

- - 上記以外 ４％ 

- - 市外 
一部団体が市

内 
３％ 

※木更津市入札参加資格者名簿に登録されている支店や営業所などを指します。

登録がない場合は、委任状等にて確認させて頂きます。  

⑵ 選定結果 

ア 指定候補者の選定は、令和７年１０月頃の予定です。 

イ 選定結果を応募者全員に文書で通知するとともに、選定した指定候補者及び審

査内容について公表します。 

⑶ 木更津市議会の議決等 

ア 木更津市は、地方自治法に基づき、指定候補者を指定管理者に指定する議案（以

下「指定議案」という。）を令和７年１２月木更津市議会定例会に付議し、議決

を受けることとなります。ただし、市議会の議決を受けるまでの間に、指定候

補者を指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事由が生じたと

きは、指定候補者の選定を取り消すことがあります。  

イ 次に掲げる場合であっても、指定候補者がセンターの管理運営を実施するため

に支出した費用、提供したノウハウの対価等については、木更津市は一切補償

しませんのであらかじめご了承ください。 

① 上記アの議案について、木更津市議会が否決したとき。 

② 上記アの議案について、木更津市議会が会期中に議決に至らなかったとき。 

③ 上記アただし書により、市が指定候補者の選定を取り消したとき。  

 

１３  指定管理者の指定手続等  

⑴ 指定管理者の指定  

指定議案の議決後に、指定管理者に指定します。指定管理者の指定をしたときは、

告示するとともに、当該指定候補者に「指定管理者指定通知書」により通知します。  

⑵ 指定管理者との協定締結  

前記⑴の手続の後、指定管理者は、木更津市と協定を締結します。 

⑶ 協定内容  

ア 事業計画に関する事項  

イ 事業計画が達成されなかった場合の対応に関する事項  
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ウ 市が支払うべき指定管理施設の管理費用（指定管理料）に関する事項  

エ 指定施設の利用料金に関する事項  

オ 地方自治法第２４４条の２第７項に規定する事業報告書に関する事項  

カ 市による指示・指導に関する事項  

キ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項  

ク 指定施設の管理に関し保有する個人情報の保護に関する事項  

ケ 指定施設の管理に関し保有する情報の公開に関する事項  

コ 公の施設で事故が発生した場合の対応に関する事項  

サ 指定管理者が変更となる場合の引継ぎに関する事項  

シ モニタリングに関する事項  

ス 使用許可等に関する事項  

セ 前各号に掲げるもののほか、市長等が別に定める事項  

 

１４  指定管理者の指定の取消  

⑴ 指定管理者が行う管理運営の適正を期すため、次に掲げる事由に該当する場合に

は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条の２第１１項

の規定により、指定管理者の指定を取消し、又は期間を定めて管理運営の業務の全

部又は一部の停止を命じることがある。 

ア 管理運営する施設の設置条例又は協定の規定に違反したとき。 

イ 法第２４４条の２第１０項の規定に基づく報告の要求又は調査に対して、これに  

  応じず又は虚偽の報告を行い、若しくは調査を妨げたとき。 

ウ 法第２４４条の２第１０項の規定に基づく指示に従わないとき。 

エ 当該施設の指定管理者募集要項に定める資格要件を失ったとき。 

オ 申込時に提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき。 

カ 指定管理者の経営状況の悪化等により管理業務を継続することが不可能又は

著しく困難になったと判断されるとき。 

キ 指定管理者の指定管理業務以外における法令違反等により、管理業務を継続

させることが社会通念上著しく不適当と判断されるとき。 

ク 指定管理者の責に帰すべき事由により管理業務が行われないとき。 

ケ 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、津波、地震、地すべり、落盤、火災、戦乱、内  

乱、テロ、侵略、暴動、ストライキなどの市又は指定管理者の責に帰することので  

きない自然的又は人為的な現象をいう）により管理業務の継続が著しく困難に  

なったと判断されるとき。 

コ 指定管理者から、指定の取消し又は管理業務の全部又は一部の停止を求める  

書面による申し出があったとき。 

サ 当該施設が、公の施設として廃止されることとなったとき。 

シ その他、市が当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認める  

とき。 
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⑵ 前事項について、指定管理者の責に帰する事由によって取消し又は停止となった場

合は、市は指定管理者に対して、違約金及び損害賠償を求める。  

 

15 職員の駐車場  

   センターに勤務する職員の駐車場は応募者が用意するものとする。駐車場が用意でき

ない場合のみ、使用台数を本市に申告し、市民総合福祉会館駐車場の一部に駐車する

ことを認めます。使用料金（通勤用の自家用４輪自動車１台につき、１，０９４円／月）は、

応募者が負担することとする。ただし、会館の利用者に支障をきたす場合は駐車を認め

ない。 

 

１６  指定管理料  

指定管理業務に係る経費は、事業の運営による事業報酬により賄うものとし、本市か

らは指定管理料は支払わない。 

ただし、天災その他やむを得ない事情により経費を要する事態が生じた場合は、対応

について市と指定管理者で協議するものとする。 

⑴ 指定管理者の収入となるもの 

ア 介護給付費（障害者福祉サービスの利用に要する費用の全体額から利用者負担  

額を控除した額は、指定管理者が代理受領する方式を取って支払われる。) 

イ 障害福祉サービスの自己負担部分  

⑵ 指定管理業務の経費として想定されるもの 

ア 施設の維持管理費（光熱水費）  

 光熱水費については、センター利用分は指定管理者が負担するものとする。 

イ 人件費  

ウ 事業費（送迎車両のリース・管理費用等）  

エ 事務費(施設賠償責任保険加入料等) 

オ 修繕費（１件当たり３０万円（消費税及び地方消費税を含まない。）以下の修繕は、  

指定管理者の責任と負担において実施する。）３０万円を超える場合は、市が費用  

を負担し直接実施するものとする。ただし、１件につき、３０万円以上の修繕であっ  

ても、双方協議により承諾した場合、又は指定管理者の責めに期すべき事由によ  

る修繕に要する費用は、指定管理者の負担とする。 

⑶ 管理口座  

指定管理業務の実施に係る支出及び収入は、必要な帳簿を作成するとともに団体  

自体の口座とは別に指定管理業務専用の口座を開設し、適切に管理すること。 

 

１７  留意事項  

⑴ 接触の禁止  

審査委員、本市職員並びに本件関係者に対して、本件提案についての接触を禁止し  

ます。接触の事実が認められた場合には失格となることがあります。  



 - 9 - 

⑵ 虚偽の記載  

申請書類等に虚偽の記載があった場合は、失格となります。  

⑶ 申請書類の取扱い 

申請書類等は理由の如何にかかわらず返却いたしません。  

⑷ 申請の辞退  

申請を行った後に辞退をする場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。  

⑸ 費用の負担  

申請に関する費用は、全て申請者の負担とします。 

⑹ 著作権の帰属  

申請書類等の著作権は、申請者に帰属します。なお、センターの管理運営に関し公表  

する場合等、市が必要と認める場合は、申請書類の全部又は一部を無償で使用できる  

ものとします。 

⑺ 追加書類の提出  

市が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合があります。 

 ⑻ 法人登録  

指定管理者として指定されたものは、指定管理を行う施設を事業所として木更津市  

に法人市民税の届出を行うこととします。 

 ⑼ 市内雇用配慮  

    本市の経済に寄与するため、本業務により、新たに発生する雇用については、率先し 

て木更津市民の雇用を図るものとします。 

  ⑽ 提出書類等については、木更津市情報公開条例（平成 12 年木更津市条例第４号）

に基づく情報公開請求の対象となります。ただし、条例に基づき、個人に関する情報や

事業者の正当な利益を害するおそれのある情報等に該当する場合は不開示情報とし

ます。 

 

１８   問合せ及び申請書の提出先  

木更津市福祉部障がい福祉課  

担当：金子  

     電  話  ０４３８‐２３‐８４９７  

     ＦＡＸ  ０４３８‐２５‐１２１３  


